
一375一

第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質からみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,ま ず第一に国際間に統一された合意を必要とする。そのため,郵 便

及び電気通信に関する国際協力を維持 ・増進するための政府間国際機関であ

る万国郵便連合(UPU)及 び 国際 電気通信連合(ITU)は,他 の 国際機関

に先駆けて早 くから設立され,既 に100年 に及ぶ歴史を有し,ま た,加 盟国

数においても150か 国を超す大きな組織となっている。

一方,宇 宙空間の静止衛星軌道に衛星を打ち上げ,広 帯域通信網を改善し

よ うとい う構想の下に発足した国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)も

既に13年を経過し,そ のメンバも100か 国を超え,ま たサービスの範囲もグ

ローバルな発展をみせている。

インテルサ ヅトは,人 類の宇宙憲章 といわれる 「月その他の天体を含む宇

宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約」の法秩

序の下に宇宙を背景に確立された国際機構であ り,今 後進展が予想される海

事衛星や海底資源開発等の国際協力分野に先例を提供するものとして評価さ

れている。

また,海 事通信の分野に衛星通信を導入することを目的とす る国際海事衛

星機構(イ ンマルサット)及 びアジア ・太平洋地域内の電気通信の開発 と電

気通信網の完成を推進することを目的とするアジア ・太平洋電気通信共同体

の両機構の設立が進められている。
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2万 国郵便連合(UPU)

(1)概 要

万国郵便連合(加 盟国158)は,創 設以来百年有余の歴史を有す る国際連

合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡

を増進し,か つ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力の発展に寄与

することを目的とする政府間国際機関である。

我が国は,1877年(明 治10年)以 来100年 の歴史 を 有する加盟国であっ

て,現 在,連 合の常設機関である執行理事会及び郵便研究諮問理事会の理事

国として連合の活動において指導的な役割を果た してきている。

連合の最高意思決定機関としては,原 則 として5年 に1回 開催 される大会

議があり,連 合の条約類は,こ の大会議で検討,改 正 される。最近の大会議

は,1974年 にスイスの ローザ ンヌで 開催され,改 正条約は,1976年(昭 和

51年)1月1目 から効力を生 じている。我が国は,加 入が義務的である万国

郵便連合憲章,万 国郵便連合一般規則及び万国郵便条約,並 びに,加 入が任

意である価格表記書状に関する約定及び小包郵便物に関す る約定等諸条約の

当事国である。

なお,我 が国は,ス イスのベルヌにある国際事務局に職員2名 を出向させ

ている。

(2)執 行理事会(CE)

執行理事会は,大 会議から大会議までの間の連合の事業の継続を確保する

ことを任務とし,連 合の年次予算等の審査,承 認を行 うほか,大 会議から付

託された案件を研究 し,そ の結果を条約類の改正案等の形で次の大会議に提

出する。理事国は,大 会議 ご とに 選出され,年1回 連合の所在地で会合す

る。

1977年 の年次会合は,5月2日 から18日 まで開催され,大 会議から付託さ

れた約60件 の研究課題に ついて,次 期大会議(1979年 に ブラジルで 開催予

定)へ の報告案を作成するため,過 去2年 間の研究結果に基づき一応の結論
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を得たほか,1977年 及び1978年 の連合の予算を審査,承 認 した。我が国は,

財政委員会の議長国としてこの委員会を主宰 した。

(3)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

郵便研究諮問理事会は郵便に関する技術上,業 務上,経 済上及び技術協力

上の問題につき研究を行い,意 見を表明することを任務とする常設機関であ

り,理 事国は,大 会議ごとに選出され,ま た,そ の活動期間は次期大会議開

催の年までの5年 間とされている。

1974年の 巨一ザンヌ大会議の決議に基づく付託等により,1974年 から本理

事会が取 り扱 うこととなった研究課題は約60件 あ り,こ れらはいずれも1979

年の次期大会議前に報告書にまとめ られることとなっている。

上記の研究課題の うち,我 が国は25の課題について作業部会に参加 し,そ

の うちの3件 については研究を主宰 し,か つ,そ のとりまとめ,報 告の任に

あたる主査国となっている。

なお,本 理事会の1977年 の年次会合は1977年11月14日 から18日 までスイ

スのベルヌで開催された。

(4)ア ジア=オ セアニア郵便連合(AOPU)

アジア=オ セアーア郵便連合は,ア ジア及びオセアニアの地域内における

郵便業務の改善及び郵便上の協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基

づいて設立された限定郵便連合であ り,現 在,域 内のUPU加 盟国中14か 国

が加盟している。

我が国は,1968年(昭 和43年)に 加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極

的に貢献 してお り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び葉

書の料金につき一般外国あての料金を40%引 き下げている。

この連合の最高機関は大会議であるが,第3回 大会議は,1975年11月 にオ

ース トラリアのメルボルンで開催された。この際に締結された条約は,1977

年5月1日 から施行されている。

また,こ の連合の事業の継続を確保することを任務 とする執行理事会は,

すべての加盟国で構成 され,原 則として1年 に1回 会合することとされてい
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る。1977年 の年次会合は,10月31日 か ら11月3日 まで ニ ュー ・ジ ーラン ドの

ロ トル アで開催 され,大 会議 から付託 された研究課題を検討 し,1978年 の連

合 の予算を審査,承 認 した。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

国際電気通信連合(加 盟国154)は,国 際連合の専門機関の一つで電気通

信の分野において広い国際的責任を有する政府間国際機関である。

我が国は,1879年 に万国電信条約に加入 して以来,引 き続いて累次の条約

の当事国とな り,電 気通信の分野における国際協力の実をあげてきており,

1959年 以降は,連 合の管理理事会の理事国及び国際周波数登録委員会の委員

の選出国として連合の活動に積極的に参加している。また,連 合の本部職員

として我が国から現在5名 が派遣されている。

(2)管 理理事会

管理理事会は,条 約,業 務規則,全 権委員会議の決定並びに連合の他の会

議及び会合の決定の実施を容易にするための措置をとり,全 権委員会議から

付託された案件を処理 することを任務 としている。

第32回 会期管理理事会は,1977年5月23日 から6月10日 まで3週 間スイス

のジュネーブにおいて開催され,連 合の会議 ・会合の計画,1978年 度予算,

人事関係,技 術協力関係等について検討を行った。

(3)航 空移動(R)業 務に関する世界無線通信主管庁会議

(注)航 空移動(R)業 務とは,国 内民間航空路又は国際民間航空路に沿う飛行の

安全及び正常運航を主として担当する航空局と航空機局との間の無線通信業務

をいう。

ア.会 議の概要

上記の会議は,1978年2月6日 から3月5目 までジュネーブにおいて,国

際電気通信連合(ITU)の 連合員(加 盟国)92か 国及び関係国際機関の各代

表並びにITU事 務総局職員を加えて約400名 が出席 して開催された。
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この会議では,航 空移動(R)業 務に分配された短波周波数帯(HF)の

無線電話方式を現在の両側波帯(DSB)方 式から単側波帯(SSB)方 式によ

る運用への移行を決定し,こ れに伴 うSSB無 線電話方式の技術基準を作成

し,航 空機の発達等による航空事情に対応 す るた め,主 要世界航空路区域

(MWARA),航 空気象放送区域(VOLMET),地 域的 ・国内航空路区域

(RDARA)を 新設又は変更 し,更 に,長 距離運航管理通信に対して,世 界

を5の 区域に分け,こ れらの区域に必要な周波数をそれぞれ分配 した。

会議の諸決定は,最 終文書に収録されてお り,こ の最終文書には,82か 国

が署名 した。また,最 終文書は,1979年9月1日 グ リニッジ標準時0001か

ら発効 し,新 周波数区域分配計画は,1983年2月1日 グリーッジ標準時0001

から実施される。

イ.会 議の成果

① 周波数区域分配計画

周波数分配区域については,1966年 に開催されたこの種の会議以後の航空

交通事情の変化に対応させるために,区 域の新設 あるい は 変更等が行われ

た。我が国に直接関係する区域の新設及び変更は次のとお りである。

MWARA

(講 界航空)

VOLMET

繊 気象放送)

東 京一 モス クワ路線を カバ ーす るため の区域 として

NCA(NorthCentralAsia)区 域 が新たに設 け ら

れた。 また,現 行のFE(FarEast)区 域 を廃止す

ることに よ り中国,日 本,イ ン ド及び東南 アジアを

カバ ーする区域 と し てEA(EastAsia)区 域 が新

たに設け られた。更 に,現 行 のCWP(CentralWest

Pacific)区 域 の南方へ の 拡大及びNP(NorthPa-

ci丘C)区 域 を全 体的に西方にず らす等の 修正がな さ

れた。

PAC(Paci丘c)区 域 について,現 行 の送信区域を東

に拡 大 し,東 部太平洋を含む よ うに した こと及び受

信区域 を全体的 に南方にず らす こと等 の修正が なさ
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RDARA 現 行AirRouteArea6にSub-RDARAGの 区

域 を新 たに設 け,こ れ に 伴 って,SubRDARAB

及 びFの 区域 の修正 がな された。

また,航 空機の安全 と正常運行のために,一 定区域内にある航空局と世界

のいかなる地点にある航空機との間でも通信を行 うことができる運航管理通

信に世界的使用(World-wideuse)と い う新 しい 概念が 認められた。この

用途のために,新 しく74の 周波数が,日 本の提案に 基づいて,世 界を5の

地域に分けて,分 配された。

第2-8-1表 区域分配された周波数のうち我が

国の使用にかかわる周波数

② 技 術 基 準

周波数区域分配計画の作成のための技術基準については,今 回の会議にお

いて現行の両側波帯(DSB)無 線電話方式に替えて単側波帯(SSB)無 線電

話方式を全面的に導入することとなったことに伴い,必 要 となった改正がな

された。

改正された技術基準の主な事項は次のとお りである。

ω 搬送(基 準)周 波数の間隔は,一 律に3kHzと する。

(イ)発 射の種別は,原 則と して,A3J,A2H,A7J及 びA9と し,一 定

の条件の下ではA3,A3H,A1及 びF1の 発射が認められる。
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㊥ 周波数 の許容偏差は,航 空局10Hz,航 空 機局20Hz,国 内 航空専用

航空 局に対 して50Hz(20Hzを 勧 奨)と した。

ω 空 中線電 力の最大値は,航 空 局6kW(但 し,A1及 びF1等 に つい

ては,1.5kW),航 空 機局400W(但 し,A1及 びF1等 については,

100W)と した。

なおSSB無 線 電話方式 の導入に よ り,分 配可能 チ ャンネル数は,411チ

ャ ソネル(現 在は,171チ ャンネル)と なった。

③ 決議及び勧告

航空移動(R)業 務 に関連 して,周 波数の有効使用,新 周波 数区域分配計

画の実施及 び同計画への移行に関す る もの等,8件 の決議,9件 の勧告 を採

択 した。

(4)国 際 無線通信諮問委員会(CC】R)

CCIRは,無 線通信に関す る技術及び運用上 の諸問題について研究 し,勧

告を行 うことを任務 としてい る。

52年 度 においては,各 研究委員会の最終会議が,ス イスのジ ュネーブにお

いて,各 研究委 員会 を下記の よ うにA,Bの2つ のブ巨 ックに分けて開催 さ

れ,53年6月 に京都 で開 かれ る第14回 総会 に向けて,多 くの勧告案,報 告案

等を採択 している。

Aブ ロックの会合 は,52年9月12日 か ら10月20日 までの6週 間にわた って

行われ,開 催 された 研究 委員会 は,第 二(宇 宙研究,電 波天文),第 四(通

信衛星),第 五(非 電離媒質内伝 搬),第 九(無 線中継),第 十(音 声放送),

第 十一(テ レビジ ョン放送),CMTT(テ レ ビジ ョン及び音声 プログラム の

長距離伝送)の 各研究委員会 であ り,こ の ほ か,中 間作業班(IWP)及 び

PLEN-2(放 送 衛星 システムの 技術的 ・経済的可能性)の 会合 も 併せて行

われた。

この会合に参加 した国は,36か 国 で あ り,参 加者総数は約700名 で あっ

た。会議に対 して提出 された各国か らの寄与文書は約800件(日 本 からは49

件)で あ り,こ れ らを もとに約600件 の勧告案,報 告案等が 作 成 さ れてい
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る。

結論をみた審議項 目の うち,主 要なものは次のとお りである。

(1)地 上通信系と宇宙通信系との干渉

② 対地静止衛星軌道を効率的に利用するための基準

く3)宇 宙通信システムに必要な伝搬特性

(4}無 線中継方式における周波数許容偏差値

㈲ 放送衛星に接続する周波数

(6)国 際接続用テレビジ ョン回線の伝送規格

Bブ ロックの会合は,53年1月9日 から2月3日 まで4週 間にわたって行

われ,開 催された研究委員会は,第 一(周 波数の有効利用 及び 電波監視),

第三(約30MHz以 下 の 固定業務),第 六(電 離層伝搬),第 七(標 準周波

数 と報時信号),第 八(移 動業務)及 びCMV(用 語)の 各研究委員会であ

った。

この会合に参加 した国は33力 国であ り,参 加者総数は約400名 であった。

会議に対 して提出された各国からの寄与文書は,約450件(日 本からは35件)

であ り,こ れらをもとに約400件 の勧告案,報 告案等が作成されている。

結論をみた審議項 目のうち,主 要なものは次のとお りである。

(1)周 波数の有効利用のための新通信方式

(2)3,000GHz以 上の電磁波を用いた通信システム

(3)短 波帯の空間波電界強度及び伝送損失のコソピ晶一タ計算法

(4)衛 星による報時業務

(5}衛 星を利用 した移動無線通信の基準

(5)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,電 信及び電話に関する技術,運 用及び料金の問題について研

究 し,勧 告を作成することを任務としている。

CCITTの 活動は,新 研究会期(1977-1980年)に 入 り,前 回の総会で定

められた研究課題について各研究委員会で検討を始めた。特に活発な活動が

行われているのは,新 データ網,電 子交換,フ ァクシミリ,デ ータ伝送等の
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分野である。我が国は,す べての研究委員会に参加するとともに多数の寄与

文書を提出し,こ れらの活動に積極的に貢献してきた。

4国 際電気通信衛星機構(INTELSAT)

(1)概 要

インテルサットは,通 信衛星を利用 して 国際通信を 行 うための 組織であ

り,1964年8月,暫 定的制度として発足した。その後,数 次にわたる国際会

議を経て,1972年2月 「国際電気通信衛星機構(イ ンテルサット)に 関する

協定」及び 「国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)に 関する運用協定」

が発効し,恒 久的制度か成立 した。

両協定の うち,前 者はインテルサ ットに参加する政府が署名する政府間協

定であって,機 構の組織構成等の基本的事項を規定し,後 者は,政 府が指定

する電気通信事業体が署名 し,機 構の財政的,運 用的側面に関する事項を定

めている。

我が国は,暫 定的制度発足時からインテルサ ットに参加 してお り,イ ンテ

ルサ ットに出資し,そ の運営に参画する電気通信事業体 として,国 際電電を

指定 している。

なお,イ ンテルサ ットのメンバは,1978年3月31日 現在101で ある。

(2)イ ンテルサットの組織構成

インテルサヅ トの組織は,政 府間協定の全締約国で構成する締約国総会,

運用協定の全署名当事者で構成する署名当事老総会,出 資率の大きさ又は地

域配分により選定される署名当事者の代表で構成する理事会及び理事会に属

し管理業務を遂行する事務局の4者 構成となっている。

(3)第6回 署名当事者総会

署名当事者総会は,理 事会から提出されるインテルサットの活動に関する

年次報告,将 来計画に関する報告等を審議 し,署 名当事者又は署名当事者の

集団に対し理事会において代表される資格を与える最小出資率を決定するこ

となどを任務としている。第6回 署名当事者総会は,1977年4月19日 から
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22日 ま で,オ ース トラ リアのシ ドニーで開催 され,理 事会 の諸報 告を審議す

る とともに,前 述 の最小 出資率 を1.32%と す ることを決定 した。

(4)理 事 会

理事会 は,イ ソテルサ ッ トの宇宙部分 の企画,開 発,建 設,設 定,運 用及

び維持 について責任 を有 してお り,イ ンテルサ ッ ト運営 の 中心的 機 関であ

る。理事会 のメ ンバは,1978年3月31日 現 在,出 資率 の大 きさによって選出

される理事22,地 域 グループの代表 である4理 事 の計26で ある。 これらの理

事が 代表す る国は全部で78か 国であ り,そ の内訳は 第2-8-2表 の とお りで

ある。

なお,1977年12月31日 現 在の インテルサ ッ トに対す る各 国の署名 当事者の

持 分の合計は4億3,767万 米 ドルである。

理事会 は,ほ ぼ,2か 月 に1度 開催 され,1977年 度 においては,第28回 か

ら第32回 ま で5回 開催 された。理事会には,技 術及び計画 の2諮 問委員会並

びに予 算 ・会計審査委員会があ り,理 事会の活動 を補佐 してい る。予算 ・会

計審査委員会 は従来 の財政諮問委員会 に代わ って設置 された ものであ り,機

構の資本予算及 び支 出予算並びに財 務諸表の審査をその任務 としてい る。

本年度 における理事会 の主要な活動は次の とお りであ る。

ア.恒 久的管理措置 の実施

第2回 締約 国総会(1976.9.27～30,ナ イ ロビ)の 決 定に従 って事務局 の組

織構成 の整備が進め られた。事務局の組 織は第2-8-3図 の とお りであ る。

また,米 国の通信衛星会社(コ ムサ ット)を 管理業務契約者 とす る管理業

務契約 は1979年2月12日 に終 了す るが,そ の後 も同社 と技 術業務契約 を締

結 し,衛 星 システムに関す る技 術,運 用上 の業務を行 わせ ることとした。

イ.1980年 か ら1985年 ま でのTTC&M計 画

1979年 末 か らのV号 系衛星の導入 に関連 し,1980年 か ら1985年 までの間は

TTC&M(追 跡,遠 隔測定,指 令及び監視)施 設 を9基 調達す る ことが必

要 とな る。調達 は全署名 当事者 に対す る公開入札 によ り行われ,第32回 会 合

(1978.3.26～4.5)に お いて,第2-8-4表 の とお りTTC&M施 設 を調



第8章 国際 機 関 及 び 国 際 協 カ ー385一

第2-8-2表 イ ンテ ル サ ッ トに対 す る理 事 の 出 資 率

(1978.3.1,現 在)

(注)!。 イ ン ド,マ レー シ ア,ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド,シ ン ガ ポ ー ル,ス リ ラ ン カ

2.イ ラ ク.ク ウ ェ イ ト,ヵ タ ー ル,ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

3.ジ ョ ル ダ ン,レ バ ノ ン,オ マ ー ン,サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア,シ リア,イ

ェ メ ン,ア ラ ブ 共 和 国

4.ア ル ジ ェ リ ア,エ ジ プ ト.リ ビ ア,モ ロ ッ コ,ス ー ダ ン,チ ュ ニ ジ ア

5.イ ン ド ネ シ ア,フ ィ リ ピ ン,タ イ

6.(地 域 代 表)デ ン マ ー ク,フ ィ ン ラ ン ド,ア イ ス ラ ン ド,ノ ー ル ウ エ

ー
,ス ウ ェ ー デ ン

7.(地 域 代 表)カ メ ル ー ン,中 央 ア フ リカ,ガ ボ ン,象 牙 海 岸,セ ネ ガ

ル,ザ イ ー ル

8.(地 域 代 表)エ テ ィ オ ピ ア,ヶ ニ ア,タ ン ザ ニ ア,ウ ガ ン ダ,ザ ン ビ

ア

9.(地 域 代 表)バ ル バ ド ス,ド ミ ニ カ,ハ イ チ,ジ ャ マ イ カ,ト リ ニ ダ

ソ ド ・ トノミコ"
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達することが決定された。ただ し南西大西洋地域については,応 札 したブラ

ジル及びチ リの提案が双方共に技術を満足 しなかったため,未 決定となって

い る。

ウ.V号 系衛星の準備

V号 系衛星7個 の うち,第5,6及 び7番 目の衛星の打上げ 胃ケットとし
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て,米 国のスペ ース ・シ ャ トル及び欧州 のア リア ン ・ロケ ッ トの両案を検討

する こととした。

また,国 際海事衛星機構(イ ソマルサ ッ ト)に 海事衛星 システムを提供す

るため,V号 系衛 星に海事機能を と う載す ることについて検討を行い,イ ン

マルサ ット準備委 員会 に提案を行 うこととした 。

(5)イ ンテルサ ッ トの衛星 システム

1978年3月31日 現在,電 話換算約6千 回線 の容量を持つIVrA号 系 衛星及

び電話換算4千 回線の容量 を持つIV号 系 衛星が運用に供せ られてい る。

IV-A号 系 衛星 は,ト ラ ンス ポンダ数 の増加,ス ポ ヅト ・ビFム に よる周

波数 の再使用等 とい った改良をIV号 系衛星に加 えた ものであ り,1975年9月

25日 の第1号 衛星の打上げ以降,5個 の 衛星 が 成功裏に 打ち上 げ られて い

る。最初 の3個 は現在大西洋地域においてプ ライ マ リ衛星,メ ジャーパス衛

星及び トラ ンスポンダ ・リース用 として良好に運用 されてお り,残 りの2個

はそれぞれ1978年1月 及び3月 に打 ち上げ られ,イ ン ド洋衛星 としてIV号

(注)1.ユ ニ ヅトとは,2つ の標準地球局間に4kHz相 当の電話双方向回線

を設定するために必要な衛星の電力と帯域であって,2単 位をもって1

双方向回線が設定される。

2.()内 は,国 際電電の再掲である。
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系衛星に代わ って使用 され る予定で ある。

大西洋,太 平洋及び イ ン ド洋上 の各衛星 の使用状況は,第2-8-5表 の と

お りである。 このほかに,イ ンテルサ ッ トは12か 国の署名 当事者 に対 し,16

件 の トランスポ ンダ ・リースを行 ってい る。

5国 際海事衛星機構(INMARSAT)

(1)イ ン マルサ ッ ト条約 の署名,批 准等の状況

国際海 事衛星機構(イ ンマルサ ヅ ト)に 関す る条約及 び同運用協定は,3

回 にわたる政 府間会議 における審議 の結果,1976年9月3日 に採択 され,同

日以降署名のために開放 されている。1978年3月31日 現在 における条約 の署

名及び批准等並びに運用協定 の署名 の状 況は第2-8-6表 の とお りであ り,

条 約については署名は19か 国,批 准等 を了 した国は4か 国であ り,運 用協定

の署名国は12か 国である。

また,条 約が発効す るために,締 約国 となった国の有す る出資率 の合計が

95パ ーセン トとな ることが必要 であるが,条 約 については署名 又は批准等,

及 び運用協定については署名の両手続 を了 して締約 国 となるための措置 を行

ってい る国は,エ ジプ ト,日 本,ク ウェイ ト及 びニ ュー ・ジ ーラン ドの4か

国であ り,そ の 出資率の合計は10.42パ ー セ ン トであ る。

なお,我 が国は,条 約については1977年3月22日 に受諾 を条件 として署

名 を行 い,第84回 国 会において承認 を受けた後,同 年11月25日 に 受諾 した。

一方運用協定については
,1977年3月22日 に,国 際電電 を これに署名す る事

業体 として指定 し,同 社は同年4月7日 に署 名を行 った。

(2)準 備 委員会の活動

政府間会議の決議に基づ き,イ ンマルサ ッ トの発足 に備 えて,諸 準備を行

うことを 目的 と して準備委員会 が設立 され,1977年1月 か ら活動 を開始 して

いる。

1978年3月 現在の準備委員会の参加国は,オ ース トラ リア,ベ ルギ ー,ブ

ラジル,ブ ルガ リア,カ ナ ダ,デ ンマ ーク,フ ラソス,西 ドイツ,ギ リシャ
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イ ン ド,イ タ リア,日 本,ク ウェイ ト,オ ランダ,二"一 ・ジーラソ ド,ノ

ル ウエ ー,ス ウ ェーデ ン,ソ 連,英 国及び米国の20か 国である。

準備委員会に付託 された主要任務は,陸 上 及び船上地球局の技術基準 の研

究,宇 宙部分施設に関す る研究,管 理業務契約者 に関す る研究,事 業局組織

に関す る研究,機 構の諸規則の準備,本 部協定締結 の準備等であ り,実 質的

な作業は,準 備委員会の下に設 置された技術,経 済及 び組織の3パ ネルにお

いて行われ ている。準備委員会 は1978年 末 までに 中間報告を政府 間会議の

参加国政府 に提 出す るため,第2-8-6表 の 会合計画 によ り作業 を進めてい

る。本年度 においては,準 備委員会会合1回 及びパ ネル会合各3回 の計10回

の会合が開催 され,各 付託事項につき,鋭 意検討が行われた。準備委員会の

最大 の課題は,ど の よ うな方法 でインマルサ ヅ ト海事衛星 システムを設定す

るかの問題 であ り,米 国のマ リサ ッ ト・システムと欧州のマロ ッツ ・システ

ムとの間の調整 に加 え,イ ンテルサ ッ トV号 系衛星に海事機能を と う載す る

案が検討 されて いる。

第2-8-6表 インマルサット条約の署名,批 准等の状況
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(注)1,上 記42か 国は,イ ソマルサットに加盟することが予定されている国で

あ り,そ の当初出資率は運用協定の附属書に定められている。

2.条 約の締約国となるための手続 としては,

① 批准,受 諾又は承認を条件 としないで署名すること。

② 批准,受 諾又は承認を条件 として署名した後,批 准,受 諾又は承認

を行うこと。

③ 加入すること。

の3種 類があるが,こ れらを一括して 「条約批准等」の欄に掲げた。
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第2-8-7表

6そ の他の国際機関

(1)国 際連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)

この委員会は,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監督下にある地域経済

委員会の一つで(1974年9月 国際連合 アジア極東経済委員会(ECAFE)か

ら名称を変更),地 域内各国の経済,社 会開発のための 協力を はじめ,こ れ

に関する調査,研 究,情 報収集等を行って い る。現在の加盟国は,域 内国

28,域 外国5,準 加盟国8の 計41か 国で,我 が国は1954年 以来 域内の加盟

国として参加している。ESCAPに おける通信分野の討議は,常 設委員会の

一つとして海運 ・運輸通信委員会があるが,こ こで域内の電気通信又は郵便

の開発に関する技術及び経済関係の諸問題を討議し,そ の実施状況を検討す
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るなどの諸活動を行っている。

通信分野における最 も大きな プロジェク トは,「 アジア ・太平洋電気通信

共同体」の設立と域内の14か 国を対象 とする 「アジア電気通信網」計画の実

現である。アジア電気通信網計画については,現 在,計 画実現のための技術

的,経 済的諸問題に関して,ESCAP事 務局 と関係各国との間の調整会議が

数次にわたって開催されてお り,こ れらの活動を強化するため我が国からも

専門家をESCAP事 務局に派遣 して協力 している。

また,ア ジア ・太平洋電気通信共同体は,地 域内電気通信の開発 と地域電

気通信網の完成を推進することを目的として,地 域内諸国により設立がかね

てよ り検討されていたものであるが,数 次にわたる同共同体設立憲章起草の

ための会合を経て1976年3月27目 の第32回 総会において 「アジア ・太平洋

電気通信共同体憲章」が採択された。同憲章は,同 年4月1日 以降ESCAP

の域内加盟国及び準加盟国に対 し署名のため開放されてお り,7か 国(本 部

の所在地であるタイを含む。)以上の加盟を条件 として 創立会合を 開催する

こととしている。我が国は,ESCAP地 域での電気通信分野における最大の

先進国として,ま た,本 地域における国際的連帯に果たすべき責務にかんが

み,こ れまでの諸会合においても積極的な役割を果た してきたところである

ので,1977年11月2日 には同憲章を国会で承認するとともに,同 月25目 に

は,同 憲章の受諾書を国際連合事務総長に寄託している。

なお,現 時点において署名を行っている国は,ア フガニスタン,バ ングラ

デシュ,ビ ルマ,中 国,イ ンド,イ ラン,日 本,ナ ウル,ネ パール,パ キス

タン,パ プア ・ニューギニア,フ ィリピン,タ イ,マ レイシア,シ ンガポー

ル,韓 国及びオース トラリアの17か 国並びに香港であ り,こ の うち,タ イ,

イラン,パ プア ・二一一ギニアを除く14か国及び香港が批准又は受諾を了し

ている。

(2)国 際連合宇宙空間平和利用委員会

宇宙空間の平和利用に 関する法律問題,科 学技術面の 国際協力等を検討

し,国 連総会に検討の結果を報告す ることを任務 としている国際連合宇宙空
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間平和利用委員会においては,下 部機関として法律小委員会及び科学技術小

委員会が設けられ,こ れらの問題について,そ れぞれ専門的に検討が行われ

ている。

宇宙空間の平和利用に関する法律面の審議を任務とする法律小委員会は,

1977年3月18日 から4月8日 まで第16会 期会合が 開催され,「月条約案」,

「衛星による直接テレビジョン放送を規律する原則案」,「衛星による地球の

遠隔探査(リ モー トセンシング)の 法的側面」及び 「宇宙の定義」について

検討が行われた。このうち,「衛星による直接テレビジョン放送を 規律する

原則案」については,未 合意の4項 目(「同意 及び 参加」,「番組内容」,「不

法な許されざる放送」及び 「前文」)の中の 「同意及び参加」並びに 「前文」

を中心に審議が行われた。前者の審議においては,暫 定的に 「国家間の協議

及び協定」という表題の案文が 提出され,こ れに従って検討が 進められた

が,合 意には至らなかった。また後者については,今 回初めて案文が提出さ

れ,実 質的審議が行われた。

なお,こ の2項 目については,後 日,開 催された宇宙空間平和利用委員会

第20会期会合においても,特 別な作業部会を設置 して審議が行われたが,各

国の基本的考え方の相違から,最 終的合意には至らなかった。

宇宙に関する科学技術面での国際協力等の審議を任務とする科学技術小委

員会は1978年2月13日 から3月2日 まで第15会 期会合が開催され,リ モー

トセンシング,国 連宇宙応用計画,国 連宇宙会議の開催,静 止軌道の技術的

特性等について審議された。

(3)国 際連合教育科学文化機関(UNESCO)

ユネスコは,国 際連合の専門機関の一であり,教 育,科 学,文 化及びコミ

凶ニケーションの各分野にわたって多様な活動を行っている。

特に放送に関しては,ユ ネスコは,早 くから放送の利用の側面に着 目し,

開発途上国における教育放送の役割など様々な内容について,セ ミナ,ワ ー

クショップの開催,研 究の推進等を行ってきたが,近 年では,放 送における

衛星の果たす役割にも関心を深め,こ れまで に,「情報の自由交流,教 育の
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普及及び文化的交換の増大のための衛星放送の利用に関する指導原則宣言⊥

(1972年)及 び 「衛星により送信される番組伝送信号の伝達に関する条約」

(1974年)を 採択 している。そのほか1976年 には,「 ラジオ及びテレビジョ

ンに関する統計の国際標準化に関する勧告」等 も採択 している。

なお,1978年10～11月 の第20回 ユネスコ総会ではマスメデ ィア及びコミュ

ニケーションの役割に言及 している 「人種及び人種的偏見に関する宣言案」

及び 「平和及び国際理解の強化並びに戦争宣伝,人 種差別主義及びアパル ト

ヘイ トとの戦いに対するマスメデ ィアの貢献を律する基本原則宣言案」等を

審議する予定である。

(4)政 府間海事協議機関(IMCO)

近来,船 舶の大型化,高 速化,航 行の増加,自 動化等に伴い,海 上移動通

信においては,混 雑の緩和,質 及び速度の改善,遭 難及び安全通信の改善,

無線通信士の訓練及び資格についての世界的統一化等の問題について解決す

る必要性に迫られている。海上を航行す る船舶の安全のための国際協力を図

ることを目的としているIMCOに おいては,常 設機関である海上安全委員

会に無線通信小委員会,訓 練当直基準小委員会等10の 小委員会及び1の 専門

家グループを設けて,こ れらの問題について検討がなされてきた。52年 度に

おいては次のような諸活動が行われた。

ア。 「1977年の漁船に関する トレモリノス国際条約」採択会議

この会議は,1977年3月7日 から4月2日 までスペインの トレモリノスに

おいて,我 が国を含め46か 国,国 際機関5の 参加のもとに開催された。

この条約は,漁 船及びそれらの乗組員の安全に直結 した漁船の構造及び設

置(無 線電信及び無線電話を含む。)に関する統一 した原則 及び 規則を制定

することを目的としたものである。

イ.無 線通信小委員会

海上における無線通信の全般的な問題を検討することを任務とする無線通

信小委員会は,第18会 期が開催 され,主 として海上遭難通信制度,非 常用位

置指示無線標識(EPIRBs)の 運用要件,救 命艇筏用無線装置の 運用要件,
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船舶向け航行警報放送についての国際的調整,船 舶用無線装置の運用基準,

1979年WARCの 準備 及び移動沖合掘削施設のための 安全コー ド等につい

て検討が行われた。

ウ。訓練当直基準小委員会

船員の訓練及び資格に関する基準を確立することを任務 とする訓練当直基

準小委員会は,第10会 期が開催され,1978年6月14日 から7月7目 まで ロソ

ドンにおいて開催 される条約(船 員の訓練及び資格証明に関する国際条約)

採択会議において審議される条約の最終草案の作成を行った。

(5)国 際民間航空機関(ICAO)

現在,航 空の分野では,通 信にあるいは航行援助に各種の電波が駆使 され

ている。

この分野における電気通信の国際的課題は,電 子技術を十分に活用して通

信の自動化を図ること,VOR,ILS等 の 航行援助施設の 性能を向上させる

こと,宇 宙通信技術を導入することなどである。

国際民間航空が安全かつ整然と発達するように国際協力を図ることを 目的

とするICAOに おいては,航 空委員会が常設されているほ か,必 要に応1⊃

て航空会議,地 域航空会議等が開催され,こ れらの問題について専門的に検

討 している。

(6)国 際無線障害特別委員会(CISPR)

国際無線障害特別委員会は,電 気及び電子の技術分野における標準化等に

関して国際協力を促進することを目的とする 国際電気標準会議(IEC)の 特

別委員会として設立 されたものである。

目的は,各 種電気機器の無線妨害に関する諸規格(許 容値,測 定器,測 定

法)を 国際的に統一 して国際貿易を促進するとともに,放 送業務を含む一般

無線通信業務を各種電気機器による電波雑音から保護するための国際協力を

推進することにある。

また,CISPRは,CCIRの 要請に応 じて,無 線妨害に 関する特別研究を

引き受けるほか,会 議にはオブザーバを相互に派遣するなど,緊 密な協力関
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係を保っている。

CISPRに は,総 会,運 営委員会,6つ の小委員会(妨 害波測定器,工 業・

科学及び医事用機器からの妨害,電 力線 ・電気鉄道からの妨害,自 動車 ・内

燃機関からの妨害,受 信機の妨害特性,各 種電気機器等からの妨害)及 び各

小委員会に所属する作業班並びに運営委員会に所属する作業班が設置されて

いる。1977年 の10月 から11月にかけて各小委員会及び作業班がユーゴスラビ

アの ドブロブニクで開催され21か 国及びCCIR等 の関係国際機関から150名

が参加 し,我 が国からは代表8名 が参加 して会議の活動に寄与 した。

国内では,郵 政省の附属機関である電波技術審議会に おいて,CISPRに

関する文書及び国際規格に対する意見等を審議 している。

本年度は223件 の文書について 審議を 行い,「 妨害波測定器規格」ほか2

件について,文 書による回答,意 見を提出した。また,作 業班に 対 して も

10件の寄与文書を提出した。

(7)経 済協力開発機構(OECD)

経済協力開発機構は,1961年,欧 州経済協力機構を発展的に改組 して発足

した機構で,経 済の成長,発 展途上国援助,貿 易の拡大への寄与を目的とし

て,加 盟国間の政策の調整,情 報及び経験の交換,資 料の作成,共 同研究,

人的交流等の活動を行っている。1978年3月 現在加盟国は24か 国で,我 が国

も1964年 に加盟 している。

OECDの 活動は,経 済,社 会の多くの分野に及ん で お り,通 信政策に関

しても,科 学技術政策委員会(CSTP)の 下に 情報 ・電算機 ・通信政策作業

部会(ICCP)が 置かれ,情 報通信分野での近年の急速な 進展に係る各種の

問題について,多 角的な側面から総合的に検討 が 行われて いる。具体的に

は,国 際的なデータの流通 とプライバシー保護,情 報活動の経済分析,或 い

は政府 と情報政策等の間題について,専 門家会合,シ ンポジウムの開催,実

態調査,報 告書の作成等が活発になされている。

1977年9月 には,従 来個人データの保護に関す る問題を中心に研究を行っ

てきたデータバンクパネルの活動の一応の締めくくりとして,ウ ィーンにお
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い て,国 際的なデ ータの流通 とプ ライバ シー保護に関する シンポ ジウムが開

かれてい る。ICCPで は,同 シ ンポジウムでの成果を基 に,従 来 の活動対象

に加 えて,新 たにデ ータネ ッ トワー クの国際 動向の研究 を と り上げ るととも

に,デ ータの保護 の問題に つ いては データバ ンクパ ネル に 代わ る もの と し

て,新 しい専 門家会合を設 け,非 個人デ ータの流通 を も対象 と した新たな段

階の活動 を行 うことと してい る。

第2節 国 際 協 力

1通 信 ・放送分野における国際協力

ここでい う国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力から成る

経済協力を意味する。

国際協力は,基 本的には先進国が世界各国との共存共栄の原則に基づいて

世界共同体の一員 としての責務を果すことであり,そ の理念は,究 極的に人

類共同体から貧困を追放するため各国が協力し合い,世 界の平和 と繁栄を確

保することである。国連はこの理念に基づいて1970年 代 を 「第2次 国連開

発の10年」として,先 進国が開発途上国に対する援助の質的,量 的向上に努

力するよう決議 している。

我が国は,1970年 のOECD閣 僚会議の決議に従って,開 発途上国に対す

る経済協力全体を国民総生産(GNP)の1%ま でに,ま た,第3回 国連貿

易開発会議(UNCTAD)の 決議に従い,こ の うち政府の 財政資金を使って

行 う政府開発援助(ODA)をGNPの0.7%ま で引き上げるよう最善の努

力を払 う旨表明しているが(但 し,達 成期限については留保),昭 和52年 の

実績は,経 済協力の中核を占めるODAが,0.21%に とどまっている。

1960年 代の初めに,主 として 「北」である先進国と 「南」である開発途上

国との間の経済的格差是正のための開発問題 として認識された南北問題は,

1970年 代の前半には開発途上国側における意識の変更を踏まえて政治化 し.



一398一 第2部 各 論

1974年 ～75年 における南北間の対立を経て,1975年9月 の第7回 国連特別総

会(経 済総会)で 「開発 と国際協力に関する決議」が採択され,新 たな国際

経済秩序を模索する南北間の話し合いの レールが敷かれた。 この レ・一ルは第

4回 国連貿易開発会議(UNCTAD)や 国連の場以外で初めて試みられた総

合的な南北間の対話の場 と言われる国際経済協力会議(CIEC)へ と受継が

れ,強 固なものとなった。我が国も1977年 に開催されたCIECの 閣僚会議

では,政 府開発援助(ODA)を 今後5年 間に倍増以上にするとの意図表明

を行い,積 極的な姿勢を示 したが,そ の後更に期間を短縮 して3年 間で倍増

する方針を公表 している。

通信 ・放送は,経 済 ・社会の基盤になる施設 として不可欠なものであ り,

その整備状況が経済 ・社会 ・文化の発展に与える影響は非常に大 きい。開発

途上国では,近 年,通 信 ・放送の重要性に対する認識が高ま り,通 信 ・放送

網を整備,拡 充するための プロジェク トが 各国で積極的に 推進されている

が,通 信 ・放送の分野は高度に技術性が強 く,多 額の設備資金を必要 とする

ため,先 進国からの技術協力あるいは資金協力が強 く望まれている。郵政省

としては,通 信 ・放送分野における国際協力を今後更に積極的に推進 してい

くことにしている。

2国 際協力の実績

(1)概 況

国際協力を大別すると,研 修員の受入れ,専 門家の派遣等を行 う技術協力

と開発 プロジェクトに対 して資金を供与する資金協力の二つに分け られる。

また,援 助の主体からみると日本政府と相手国政府との2国 間の合意による

もの,す なわち2国 間べ一スによるものと,国 際機関を通 じて行 うもの,す

なわち多国間ベースによるものとに分けられるが,こ の うち,通 信分野にお

ける多国間ベースによるものは,ITU,UPU等 を通 じて行 う技術協力が主

体となっている。

52年度における通信 ・放送分野の国際協力活動は,年 度当初に従来の大臣
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官房国際協力室が課に昇格し,国 際協力課が発足 したことによる組織の強化

に伴い,よ り一層積極的に推進された。

ア.技 術 協 力

技術協力の形態としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査団の

派遣並びに海外技術協力センタの設置,運 営等があり,政 府ペースの技術協

力は国際協力事業団を通じて実施されている。

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者を受け入れて,我

が国の進んだ技術を習得させるもので,こ れには海外からの個々の要請に応

ずる個別研修 とあらかじめコースを設定 して受け入れる集団研修とがある。

通信 ・放送分野では,52年 度に個別,集 団合わせて365名 の研修員を受け入

れてお り,政 府全体の受入れの中でも極めて高い割合を占めている。

専門家の派遣は,開 発途上国へ通信 ・放送の専門家を派遣して,現 地で技

術職員の訓練,通 信 ・放送施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画の

企画及び助言等を行 うもので,こ の数年来,通 信 ・放送システムを全般的に

みる政策顧問的任務も増えている。52年 度においては129名 の専門家が派遣

されている。

開発調査は,開 発途上国の通信 ・放送関係の開発計画について,調 査団を

編成し,現 地作業及び国内作業を行 って,そ の計画の実現に協力するもので

あ り,こ れにはプロジェクト・ファイソディング調査,事 前調査,投 資前調

査,実 施設計等がある。52年 度において実施 した開発調査は12件 で,119名

の専門家が これに参加 している。

海外技術協力セソタは,開 発途上国における通信 ・放送関係の技術者人材

の養成,技 術の研究開発等を行 うために現地に設置されるものである。通信

技術者の養成を行 う訓練センタがタイ及びメキシコの両国に,ま た,通 信技

術の研究開発を行 う研究センタがパキスタン及びイランの両国にそれぞれ設

置されてお り,こ れらのセソタに対して,52年 度に21名 の専門家を派遣し

て,そ の運営に協力した。また,ジ ョルダンに電子機器の保守,試 験並びに

校正及び標準化を行 う電子工学サービスセソタが52年 度に新たに設置され
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た。

イ.資 金 協 力

開発途上国に対する資金協力の主要な形態には,贈 与等の無償協力と円借

款等の有償協力がある。

52年度においては,パ キスタン及びインドネシアの電気通信プロジェクト

に対し贈与が,ま た,パ キスタン.ア ルジェリア,タ イ,ス リ・ランカ及び

ペルーの電気通信プロジェクト並びにザ ンビアの放送プロジェクトに対 し円

借款供与が約束されてお り,前 年度に比べて案件が増加 している。

(2)技 術 協 力

ア.研 修員の受入れ

⑦ 郵 便 関 係

政府ベースによる郵政幹部セ ミナの開催 と個別研修員の受入れは,38年

度から実施 してお り,51年 度までに141名 を受け入れている。52年 度には

アジア地域を対象とする郵政幹部セ ミナを開催 し,経 済,社 会及び文化の

発展に応 じた郵便業務の管理運営に関する諸問題 とその解決策をテーマと

して討議研究を行ったが,こ のセ ミナには14か 国から14名が参加 した。政

府ベースによる個別研修員として1名 の受入れを行った。

AOPU職 員交換計画では,51年 までに80名 を受け入れてお り,52年 度

には,11名 の受入れを行った。

国連開発計画又はUPU特 別基金に基づくUPUの 個別研修は,51年

までに9名 を受け入れているが,52年 度には2名 の受入れを行 った。

UPU特 別基金によるセミナの開催に 伴 う受入れは,42年 度にアジアの

10か 国から17名を受け入れたが,そ れ以後は実施されていない。

さらに郵政関係では,52年 度において,コ ロンボ計画による個別研修員

1名,中 南米計画による個別研修員1名,そ の他の個別研修員1名,計3

名の研修員を受け入れた。

(イ)電 気通信関係

電気通信分野における研修員の受入れは,我 が国が昭和29年 にコロンボ
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プ ランに加盟す るとともに実施 された。

51年 度 末 までに コロンボ計画 で870名,中 近東 アフ リカ計画で475名,中

南米計画で491名,ITU等 の国連計画で122名,ITU共 催 セ ミナで177

名,そ の他38名,計2,173名 を受 け入れて いる。

電気通信関係 の研修 は,当 初,相 手国の個 々の要請 に応 じて研修員を受

け入れて いた(個 別研修)が,37年 度 に国際 テ レヅクス通信技術,短 波 無

線技術,電 話交換技術,国 際電 信電話業務 の四つ の集団研修 コースを創設

し,そ の後,集 団研修 コースの拡大 ・強化 に努めた結果,52年 度 において

は,国 際 電信電話業務,衛 星通 信技術第一及び第二,搬 送電 話技術,電 話

線路技術,マ イクロウェー ブ通信技術第一及び第二,国 際 テ レックス通信

技術,電 話交換技 術,電 話網計画設計,国 際電話交換技術,電 気通信幹・

部 セ ミナ,ア ジア電気 通信 開発 セ ミナの計13コ ースの 集 団研修を実施 し

た。

52年 度 においては,37年 度 以降継続 して実施 してきた短波無線技術 コー

スは,世 界の国際電気通信回線が短波 か ら広帯域,大 容量のマイ クロ波,

同軸 ケーブル,衛 星通信等に移行 し,国 際通信に おけ る短波 の役 割が縮少

され つつ ある時勢に応 じて発展的に解 消された。一方,開 発 途上 国か らの

強い要望,時 代 の要請に こた えて,国 際電話交換技術 コースを新設 した。

52年 度においては,コ ロンボ計画で85名,中 近東 アフ リカ計画 で60名,

中南米計画で66名,ITU計 画 等国連計画で16名,計227名(集 団185名,

個 別42名)を 受け入れた。

52年 度に実施 して集 団研修及び個別研修の概要 は次 の とお りであ る。

① 国際電 信電 話業 務 コース 〔第16回 〕(52.5.5～52.7.19)

国際 電報,国 際電話,テ レックス等国際電気通信業務全般の運営 及び

管理 に係 る知識 と技術 の紹介を 目的 とす る コースで,12か 国,13名 が 参

加 した。

② 衛星通 信技術第一 コース 〔第10回 〕(52.5.5～52,8.2)

衛 星 通信 に係る基礎的知識を付与す ることを主 眼 とし,衛 星通信機器



一402一 第2部 各 論

の操 作及び保守技術を詳細にわ た り習得 させ ることを 目的 とし,中 近東

地域の諸国を対象 とす る コースで,9か 国12名 が 参加 した。

③ 衛星通 信技 術第ニ コース 〔第6回 〕(52.8.18～52.11.21)

中近 東地域 以外 の開発途上 国を対象 とし,研 修期 間,研 修内容は上記

第一 コース と同 じで,11か 国,11名 が参 加 した。

④ 搬送電 話技術 コース 〔第13回 〕(52.5.12～52.8.22)

搬 送 電話 の設計,据 付 け,保 守等 に関す る最新 の技術 と知識 を習得 さ

せる ことを 目的 とす る コースで,15か 国,20名 が 参加 した。

⑤ 電 話線路技術 コース 〔第13回 〕(52.6.9～52.9.18)

最 新 の電話線路施設 につ いて,そ の理論,設 計,保 守等 に関す る知識

と技術 を習得 させ ることを 目的 とす る コースで,15か 国,17名 が 参加 し

た。

⑥ マイ クロウェーブ通信技術第一 コース 〔第14回 〕(52.7,7～52.10.17)

マ イ クロウェーブ通信技術の導入 ,改 善,開 発 に携わ る技術老に,我

が国 のマイ クロウ山一ブ通信に係る知識 と技 術を習得 させ ることを 目的

と し,中 南米諸国以外の開発 途上国を対 象 とす るコースで,16か 国,18

名 が 参加 した。

⑦ マイ クロウェーブ通信技 術第ニ コース 〔第4回 〕

(52。8,18～52.11.27)

中 南 米諸国を対 象 とし,研 修期 間,研 修 内容は上記 第一 コース と同 じ

で,16か 国,19名 が 参加 した。

⑧ 国際 テ レ ックス通 信技術 コース 〔第16回 〕(52.8.18～52.11,20)

国際 テ レ ックス通信 に 必要 な パ ラメ トロン,ト ランジス タ,集 積 回

路ARQ装 置,テ レックス交換設備等 に関す る知識 と技 術を習得 させ

ることを 目的 とす る コースで,11か 国,12名 が 参加 した。

⑨ 電話交換技 術 コース 〔第11回 〕(52.9.22～52.12.30)

ク ロスバ交換機 を中心 として電子交換機を 含む最新 の電 話交換設 備に

係 る広範 な知識 と技 術を 習得 させる ことを 目的 とす る コースで,16か
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国,19名 が 参加 した。

⑩ 電話網計 画設計 コース 〔第5回 〕(52.10.27～53・2・13)

市 外 電話網の計画,設 計に必要な知識 と技 術を習得 させ ることを 目的

とす る コースで,15か 国,18名 が 参加 した。

⑪ 国際 電話交換技術 コース 〔第1回 〕(53.1.5～53,3.19)

国際 電話交換 システ ムの基本設計及び国際 電話交換設備 に係 る広範な

知識を習得 させ ること を 目的 とす る コースで,8か 国,9名 が 参加 し

た。

⑫ 電気通信幹部セ ミナ 〔第13回 〕(52.10.14～52.10.29)

ア ジ ア地域以外の開発 途上 各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体

の局長級幹部を対象 とし,我 が国 の電気通信の現状紹介 と併せて,参 加

各 国の事業運営上の諸問題について討論 し,各 国の電気通 信の発展 に寄

与す ることを 目的 とす るセ ミナで,52年 度 には,中 近 東 ・アフ リカ地域

の諸 国を対象 と して実施 し,8か 国,9名 が 参加 した。

⑬ アジア電気通信開発セ ミナ 〔第9回 〕(53.3,9～53.3.24)

ア ジ ア地域 の開発途上各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体 の局

長級幹部を対 象 とし,我 が国 の電気通信の現状 紹介 と併せて参加各国の

電気通信事業運営上 の諸問題について討論 し,各 国 の電気通信の発 展に

寄与す るこ とを 目的 とす るセ ミナで,8か 国,8名 が 参加 した。

上記の集団研修 以外 に個別研修 と して受入れを実施 した ものは42名 で,

そ の内容は,電 話交換2か 国7名,搬 送電話1か 国1名,マ イ ク目ウェー

ブ3か 国5名,電 気通信一般7か 国10名,訓 練3か 国3名,料 金制度1か

国3名,水 晶発振 器1か 国2名,電 子応用工学1か 国2名,光 通信1か 国

1名,伝 送工学1か 国2名,そ の他2か 国6名 である。

㈲ 電波 一放送関係

開発途上国 の放送事業体における深刻な マンパ ワーの量的,質 的不足を

補 うため,36年 頃 か ら相手国の個 々の要請に応 じて研修員 を受 け入れてい

たが,38年 度 以降,集 団研修 コースを設け開発途上国に対 し積極的に研修
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の場を用意す ることに した。

51年 度末 までに コロンボ計画で435名,中 近東 アフ リカ計画で172名,中

南米計画で99名,ITU等 の 国連計 画で23名,そ の他25名,計754名 を 受け

入れ ている。

52年 度においては,電 波監視,テ レビジ ョン放送管理,テ レビジ ョン放

送技術,ラ ジオ放送技術,教 育テ レビジ ョン番組及び放送幹部 セ ミナの6

コースを引 き続 き実施 した ほか,ア ラブ諸 国に対す る中近東 テ レビジ ョン

放送管理特設 コース とアフガニスタ ン国に対す るアフガニスタ ン ・テ レビ

ジ ョン番組制作特設 コースの計8コ ースの集 団研修 を実施 した。

52年 度においては,コ ロンボ計画 で52名,中 近東 ア フ リカ計画 で40名,

中 南米計画 で15名,計107名(集 団91名,個 別16名)を 受け入れた。

52年 度 に実施 した集 団研修及び個別研修 の概要は次 の とお りである。

① 電波 監視 コース 〔第4回 〕(52.6.16～52.7.28)

我 が 国の電波監理,電 波監視 の制度,電 波監視業務等 の現状 の紹 介を

行 うとともに,電 波監視業務 を行 うに必要 な知識 と技術 を習得 させ るこ

とを 目的 とす る コースで,9か 国,13名 が参加 した。

② テ レビジ ョン放送管理 コース 〔第11回 〕(52.7.7～52.8.18)

放 送 体制,財 政,世 論調査,放 送番組 テ レビジ ョン放送技術等 テ レ

ビジ ョン放送 の管理運営 に当たる中堅幹部職 員 として必要な知 識及 び技

術を習得 させる ことを 目的 とす る コースで,10か 国,11名 が参加 した。

③ 中近東テ レビジ ョン放送管理 コース 〔第4回 〕(53,1.5～53.2。14)

中 近 東地域 の開発途上 国を対象 とし,研 修期間,研 修 内容は上記 テ レ

ビジ ョン放送管理 コース と同 じで,11か 国,13名 が参 加 した。

④ テ レビジ ョン放送技術 コー ス 〔第15回 〕(52.7.7～52.10.10)

テ レ ビジ ョン放送技術 の基礎知識及び テ レビジ ョン放送機器 の運用,

保 守等に関す る最新 の技術 を習得 させ るこ とを 目的 とす る コースで,15

か 国,17名 が 参加 した。

⑤ ラジオ放送技術 コース 〔第5回 〕(52.7.21～52.9.15)



第8章 国際機関及び国際協カ ー405一

電波 伝搬,高 周波 回路,中 波放送機,そ の他短波 ・中波 を中心 とす る

ラジオ放送技術 の基礎理論等 ラジオ放送に必要な知識及 び技術を習得 さ

せる ことを 目的 とす る コースで,9か 国9名 が参加 した。

⑥ 教育テ レビジ ョン番組 コース 〔第15回 〕(52.7.21～52.10.10)

教 育 テ レビジ ョン番組に関す る映像効果,ア ニメー シ ョン技術,番 組

編成等教育 テ レビジ ョン番組制作に必要な知識 及び技術 を習得 させ るこ

とを 目的 とす るコースで,10か 国,10名 が 参加 した。

⑦ 放送 幹部 セ ミナ 〔第7回 〕(52.11.13～52,11.27)

放 送 事業 に携わ る各国高級幹部職員に対 し,我 が 国の放送 の現状を紹

介す る とともに,放 送に関す る諸問題 についての討論を通 じて,各 国の

放送事業の発展 に寄与す ることを 目的 とす るセ ミナで,8か 国,10名 が

参加 した。

⑧ ア フガニスタン ・テ レビジ ョン番組制作特設 コース

(52.7.8～52.8.24)

ア フ ガニス タン国政府 の要請 に応 じて特設 した集団研修 コースで,基

礎的な テ レビジ ョン放送,テ レビジ ョン放送番組の技術 に関す る知識を

習得 させ,具 体的な番組制作 の各作業段階を とお してテ レビジ ョン番組

制作の体験 を深める ことを 目的 として実施 し,8名 が参 加 した。

上記の集団研修以外 に個 別研修 と して受入れを実施 した ものは16名 で,

そ の内容は,テ レビジ ョソ ・スタジオ技術2か 国2名,テ レビジ 三ン放送

技術2か 国13名,電 波技術1か 国1名 であ る。

ω 第三国研修 の実施 〔第2回 〕(53.1.16～53.3.15)

第 三 国研修は,我 が国が協 力 している開発途上国の技術協 力セ ンタに環

境 の類似 した近隣諸国か ら研修 員を受 け入れ,技 術移転を効率的に実施す

る現地研修方 式である。

52年 度 においては,昨 年度 に引 き続 き,メ キシコ電気通 信訓練 センタの

施設を利用 して,搬 送無線技術,PCM通 信 方 式,過 疎地 通信方式,マ イ

クロ波 回線設計,衛 星通信,デ ータ通信の知識 ・技術を習得 させる ことを
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目的 と して実施 し,4か 国か ら12名 が参加 した。

(オ)帰 国研修員 アフターケ ア(巡 回指導)(53.9.5～53.9.26)

帰 国 研修員に対す るア フターケアの一環 と しての巡回指導 は,帰 国研修

員 の現地所属機関を訪問 し,我 が国で受けた研修 の効果測定及び対象 国の

実状 に見合 った技術指導を行 うと ともに,帰 国研修員並 びにその所属機関

の実状及び ニーズをは握す ることに よ り,今 後 の研修 コースの改善 に資す

る ことを 目的 として行 ってい るもので ある。

52年 度 には,中 近東 アフ リカ計画に よ り,ガ ーナ,ケ ニア及び エジプ ト

へ2名 の指導員が派遣 され,今 後 の研修 コースの改善 に資す る ところ大で

あ った。

イ 専門家の派遣

⑦ 郵 便 関 係

52年 度 においては,AOPU職 員 交換計画 で12名(イ ン ドネシア,韓 国,

フ ィ リピン,及 びタイの各国3名),ま たUNDP/UPU計 画 で は 専門家

1名,準 専門家1名 が前年度 に引 き続 き派遣 された。但 し,バ ンコックに

駐在 して郵便訓練を担 当 していた専門家は52年9月 に任期満 了 となった。

また,UNDP/UPU計 画 による もの として,郵 便の 作業能率 の測定に関

す るコンサル タン ト1名 が フィ リピンに,ま た配達 に関す る コンサルタン

ト1名 がモ ンゴルにそれぞれ 派遣 され た。UPU特 別 基金に よるものは,

45年 度 にセ ミナ講師1名 が派遣 された のみで,そ れ以後 の派遣は行われて

いない。

さ らに,二 国間ベ ースに よるもの としては,コ ロンボ計画で10名 の専門

家が郵便集 中局建設計画 に協 力す るため イ ランに派遣 された。

以上の内訳 は第2-8-8表 の とお りである。

(イ)電 気通信関係

電気 通信専 門家 の派遣 は,35年 度 か ら開始 さ れ,52年 度 末 までに コβ

ンボ計画で216名,中 近 東ア フ リカ計 画で93名,中 南米計画 で134名,
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第2-8-8表

(注)準 専門家

UNDP/ITU計 画 で211名,国 際機 関計画 で9名,計663名(同 一人が2年

度 にわた り派遣 された場合には2名 とした 。)の 専門家が派遣 されている。

これ らの電気通信専門家は主 として,マ イクロウェーブ,電 話交換,電 話

伝送,電 話線路,衛 星通信等の分野において開発途上国の技術者 の育成の

ため指導 に当た ってい るが,中 には電気通信網計画の指導 を行 う政策顧問

的な もの も増 加してい る。

52年 度 につ いてみ ると,51年 度 か ら継続 のものを含めて,コ ロンボ計画
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で12名,中 近東 ア フ リカ計画で15名,中 南米計画で26名,UNDP/ITU計

画 で15名,国 際機 関計画で1名,合 計69名 が 派遣 され てお り,そ の内訳 は

第2-8-9表 の とお りである。
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㊥ 電波 ・放送 関係

電波 ・放 送関係専 門家 の派遣は,電 気通信関係 と同 じく35年 度か ら始ま

り,既 に,17年 を経 ているが,そ の間開発途上国の経済,文 化 の発展に大

きく貢献 して きた。

52年 度末現在で,コ ロンボ計画 で224名,中 近 東ア フリカ計画で45名,
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中南米計画で44名,UNDP/ITU計 画で4名,国 際機関計画で6名,計

323名(同 一人が2年 度にわた り派遣された場合は2名 とした。)の専門家

を派遣した。

これらの派遣専門家は主として,相 手国政府の技術者不足を補 うため,

(注)2名 とも準専門家である。
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放 送事業体 において,テ レビ放送技術,テ レビ放送番組制作,放 送局の建

設,運 用及び 保守 につ いて の指導,要 員の訓練,市 場調査等 を行 うもので

あるが,最 近 は電気通 信分野 と同様政策顧 問的 な任務 も増加 している。

52年 度については,前 年度か ら継続 の も の を 含 めて,コ ロソボ計画で

23名,中 近東 アフ リカ計画で3名,中 南米計画で5名,UNDP/ITU計 画

で2名,国 際機関計画で1名,計34名 の 専門家が派遣 されてお り,そ の内

訳 は第2-8-10表 の とお りである。

ウ 開 発 調 査

(ア)電 気通信関係

この分野の開発 調査は37年 度 にボ リヴ ィアに対 して実施 した ものが最初

であるが,そ の後,漸 次増加の傾 向にあ り,以 来52年 度 の11件(第2-8

-11表 参照)を 加え,同 年度末 までに53件 とな っている。

これ らの調査 は,国 内電信網開発計画,地 域電気通信網開発計画,マ イ

クロウェーブ回線網建設計画,同 軸 ケーブル計画,衛 星通信地球局建設計

画等その分野は多岐にわた って お り,こ れ らの計画に関 して,そ れぞれ基

礎調査,フ ィー ジビ リテ ィ調査,基 本設計又は技術仕様書の作成等を行 っ

た ものであ る。

(イ)電 波 ・放送関係

電波 一放送分野の開発調査は,41年 度 に実施 した タイのテ レビ放送網建

設 計画調査が最初で,そ の後 も多 くの調査団を派遣 し,52年 度 に実施 した

1件(第2-8-12表 参 照)を 加 え,52年 度 末 までに21件 となってい る。

これ らの調査 は,放 送網の整備拡充計画,ラ ジオ及びテ レビの放送局建

設計画,無 線航行援 助 システム整備計画等に関 して,そ れぞれ予備調査,

フ ィージビ リテ ィ調 査,実 施設計等を行 った ものである。
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(注)1.タ イ首都圏電話網拡充計画実施設計調査(第 一次)に ついて,そ の調

査完了後,報 告書案説明のため,2度 にわた り,10目 間3名 及び10日 間

3名 を現地に派遣した。

なお,こ の実施設計調査(第 一次)作 業は,我 が国政府の委託を受け

て,民 間コンサルタン ト会社が実施した。

2ス リ・ランカ電話網拡充計画調査(51年 度実施),マ レイシア東西マ

レイシア海底ケーブル敷設計画調査,マ ダガスカル南部マイクロウェー

ブ回線建設計画調査 及び パキスタン中央電気通信研究所建設計画調査

(51年度実施)に ついて,そ れらの調査完了後,報 告書案説明のため,

それぞれ15日 間5名,12日 間4名,14日 間5名 及び14日 間8名 を現地に

派遣した。
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(注)ケ ニアFMラ ジオ放送網拡充計画調査(51年 度実施)及 びバングラデシュ・

テレビスタジオ実施設計調査について,そ れらの調査完了後,報 告書案説明の

ため,そ れぞれ14日 間3名 及び13日 間6名 を現地に派遣した。

工 海外技術協力センタ

電気通信分野における海外技術協力センタとしては,35年 度に開設 された

タイ電気通信訓練センタが最初であるが,以 来,パ キスタン電気通信研究セ

ンタ,メ キシコ電気通信訓練センタ及びイラン電気通信研究センタが加えら

れ,計4セ ンタについて協力を行っているが,こ れらはいずれ も良好に運営

されてお り,と りわけ,タ イ電気通信訓練センタは,44年 度にモンクット王

工科大学に発展するなど,そ の実績は,我 が国の海外技術協力センタの中で

も高 く評価されている。

また,ジ ョルダンに新たに電子機器の保守,試 験並びに校正及び標準化を

行 うジョルダン王立科学院電子工学サービスセンタを設置す るため,51年 度

に実施 した事前調査にひきつづき,52年 度に,21日 間6名 の専門家からなる

実施協議チームを派遣し,合 意議事録に基づいてセンタを発足 させた。来年

度から本格的な協力が行われ る。

現在協力中の各センタの概況は第2-8-13表 のとおりである。



第8章 国際機関及び国際協カ ー415一



一416一 第2部 各 論

(3)資 金 協 力

通信分野における資金協力は,37年 度にパキスタン電信電話施設拡張計画

に対 して供与された円借款に始まるが,そ の後次第に対象プロジェクトも増

え,そ の分野もマイクロウ占一ブ回線網建設,衛 星通信地球局建設,沿 岸無

線網整備,ラ ジオ及びテレビ放送局建設等多岐にわた り,被 供与国もアジア

地域はもとより,中 近東 ・アフリカ,中 南米地域に広がっている。

52年度末までの円借款供与プロジェクトは52年 度の8件(第2-8-14表

参照)を 加え70件 である。

また,無 償協力として52年度にパキスタン中央電気通信研究所建設計画及



§

(注)1.「 返済期間」は,据 置期間を含んだ期間である。

2.ア ルジェリアに対する円借款額は,1974年 の 同国に対する円借款供与額の中から支出されるものである。
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び インドネシア 国内電気通信網拡充計画の2件 の プロジェクトに 対し総額

14億4千 万円の贈与が行われた。

3今 後の課題

我が国は,政 府開発援助の対GNP比 が他の先進国に比較 して低すぎると

の批判にこたえるため,政 府開発援助を今後3年 間に倍増する方針を公表し

ている。 したがって,通 信 ・放送分野においても,こ の国策に沿って,国 際

協力を更に一層積極的に推進してゆかなけれぽならないが,そ のさい,特 に

次の点に留意 しなけれぽならない。

通信 ・放送開発の基本的特性は,ハ ードウェァとソフ トウェアを結合 させ

た高度の技術 と長期にわたる多額の資金とを必要とする全国的規模のシステ

ムを作 り上げて運用することにある。これは,計 画の策定からシステムの設

計,入 札,施 工,施 設の運用 ・保守,技 術者の養成に至る過程を経て実現さ

れるものである。これを国際協力の側面からみると,政 府ベースでの専門家

調査団の派遣,研 修員の受入れなどの技術協力と円借款などの資金協力を有

機的に組み合わせ,更 に民間ベースでの脇力も活用 して推進す る こ とに よ

り,は じめて効果的に実現されるものである。実際に,開 発途上国ではこの

ような有機的かつ一貫した協力を求めている。 しかし,我 が国の場合,特 に

通信 ・放送の分野では,こ のような協力を推進する体制が必ず しも十分に確

立されていない現状である。したがって,今 後,通 信 ・放送分野における国

際協力を推進してゆ くとすれば,こ のような観点か らの協力体制の整備 と強

化が必要であ り,具 体的には次の諸点に配慮 してゆく必要があろ う。

第一は,通 信 ・放送開発プロジェクト発掘活動の強化である。我が国が今

後政府開発援助を積極的に展開するとなれぽ,ま ず開発途上国の開発計画に

対する資金協力の拡大が想定されるが,こ れを実行するためには,具 体的な

協力案件の手持の増大を図っていく必要がある。そのためには,適 切な新規

プロジェク トの発掘に積極的に努めなければならない。通信 ・放送分野にお

いても,コ ンサルタントを活用 し,コ ンサルタントが行 う事前調査に政府補
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助を行 うなどして活動の強化を図っていく必要がある。

第二は,施 設の運用 ・保守に関する協力体制の確立である。開発途上国で

は,通 信 ・放送施設が完成しても,こ れを運用 し,保 守してい く技術者が少

ない。このため,最 近特に大規模プロジェクトを進めつつある産油国等では

運用 ・保守についての協力が必須 となっている。運用 ・保守については,比

較的長期間多数の要員が必要 となるが,通 信の場合,現 地でその指導に当た

りうる人材が非常に少ないのでこのような人材の育成,確 保が急務となって

いる。 したがって,今 後,政 府補助など積極的な助成を行 って運用 ・保守の

協力体制の確立を図っていく必要がある。

第三は,海 外からの技術研修員受入れ体制の整備,強 化である。開発途上

国の通信技術老に対する技術研修は,途 上国の人材養成に貢献するところが

大きい。我が国では,こ れらの 研修は,そ の技術的特性 か ら,郵 政省のほ

か,電 電公社,国 際電電,NHK,民 間放送,そ の他通信関係メーカーの協

力を得てそれぞれの自社職員のための訓練施設などを利用して行っている。

このため,研 修はこれらの施設があいている期間に限定されるなどの制約が

多く,集 団コースの増設等も難 しい実情にある。また,こ のほか,資 金協力

の進展や我が国機器の導入に伴 う新技術習得のための個別的,長 期的な研修

需要も増加 してきているが,現 在の体制が集団研修主体となっているため,

これらの需要に適切に対応することが難 しい状態にある。このような動向に

対処し効果的な研修受入れ活動を行ってい くためには,現 在の研修体制の見

直しと長期展望に立った研修体制の整備が必要である。


